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第1節　はじめに
　監査人は、企業が行う不正な財務報告（財務諸表の重要な虚偽の表示）を看過しないように監査
業務を実施しなければならない。そのためには、監査計画を適切に策定し、その適切な監査計画に
基づいて監査業務を忠実に実施する必要がある。
　ところで、企業会計審議会は、監査計画策定の重要性について「監査計画を策定することの重要
性については、これまでも『監査基準』で指示されてきたところであるが、リスク・アプローチの
もとでは、各リスクの評価と監査手続、監査証拠の評価ならびに意見の形成との間の相関性が一層
強くなり、この間の一体性を維持し、監査業務の適切な管理をするために監査計画はより重要性を
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増している。」として、リスク・アプローチのもとで監査計画がより重要になったことを指摘してい
る。監査基準委員会は、企業会計審議会が示したこの監査計画策定の重要性に関連して6つの監査
計画策定の効果を示しているが、その6つの効果は内容からして企業会計審議会が示したリスク・
アプローチに付随する監査計画策定の効果と監査計画が本来有している効果という2種類に分ける
ことができる。
　一方、不正な財務報告は、財務諸表全体レベルにおける重要な虚偽の表示と特定の財務諸表項目
レベルにおける重要な虚偽の表示という2つの虚偽の表示に分けられる。監査人は、前者の可能性
がある場合には、監査計画の策定および監査の実施に際して、重要な虚偽表示のリスクに関する全
般的な対応を取らなければならない。
　そこで本稿では、上記の監査基準委員会が示した2種類の監査計画策定の効果のうち、いずれの
効果が監査人が取るべき重要な虚偽表示のリスクに関する全般的な対応に関連しているかについて
検討することにする。
第2節　経営者不正と監査人の対応
1　経営者不正の特徴
　企業会計審議会は、「財務諸表の虚偽の表示は、経営者による会計方針の選択や適用などの際の判
断の誤りのみならず事務的な過誤によってももたらされるが、重要な虚偽の表示の多くは、財務諸
表の利用者を欺くために不正な報告（いわゆる粉飾）をすること、あるいは、資産の流用などの行
為を隠蔽するために意図的に虚偽の記録や改窟等を行うことに起因すると考えられる。」（企業会計
審議会〔2002〕三2．（4））と指摘している。監査基準委員会はこれを受けて、企業における不正を
「不正な報告（いわゆる粉飾）」と「資産の流用」に分けたうえで、「不正な財務報告は、企業の業績
や収益力について財務諸表の利用者を欺くために、経営者が利益調整を図ることを目的として行わ
れる可能性」があり、資産の流用は「従業員により行われ比較的少額であることが多い。しかし、
資産の流用を偽装し隠蔽することを比較的容易に実施できる立場にある経営者が関与することもあ
る」として、両者の違いを示している。また、経営者や取締役等が関与する不正を「経営者不正」、
従業員が行う不正を「従業員不正」として区別して示している。（以上、監査基準委員会〔2008〕6
項、7項、10項、11項）
　企業会計審議会は、このうち後者の従業員不正は、「現実の企業における日常的な取引や会計記録
は、多くがシステム化され、ルーティン化されてきて」いるために減少し、その結果、「財務諸表の
重要な虚偽の表示は、経営者レベルでの不正や、事業経営の状況を糊塗することを目的とした会計
方針の適用等に関する経営者の関与等から生ずる可能性が相対的に高くなってきていると考えられ
る。」という認識を示している。さらに、このような経営者不正は、「経営者の経営姿勢、内部統制
の重要な欠陥、ビジネス・モデル等の内部的な要因と、企業環境の変化や業界慣行等の外部的な要
因、あるいは内部的な要因と外部的な要因が複合的に絡みあってもたらされる場合が多い。」と特徴
づけている（以上、企業会計審議会〔2005〕二1．）。
　このように、企業会計審議会と監査基準委員会は、企業の不正を不正実行の主体によって従業員
不正と経営者不正の2つの種類に分け、そして前者が減少した結果、後者が相対的に増加してきて
いるいう認識を示している。また、企業会計審議会〔2005〕において後者の発生要因を企業の内部
的な要因と外部的な要因とに分けている。こうした不正の発生要因を企業の内外の要因に分ける思
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考は企業会計審議会〔2005〕の特徴の1つであるが、その考え方は企業会計審議会〔2002〕の段階
ですでにみられる。すなわち企業会計審議会〔2002〕は、経営者不正の要因の1つである固有リス
クについて、「『固有リスク』とは、関連する内部統制が存在していないとの仮定の上で、財務諸表
に重要な虚偽の表示がなされる可能性をいい、経営環境により影響を受ける種々のリスク、特定の
取引記録及び財務諸表項目が本来有するリスク1）からなる。」（三3（2）②）として、固有リスクが経
営環境によって発生する可能性を指摘している。この場合の「経営環境」は企業外部の要因である
が、企業会計審議会〔2002〕はこれを固有リスク、したがって経営者不正の要因の1つと考えてい
る。しかし、企業会計審議会は、企業会計審議会〔2002〕では企業外部の要因の存在を指摘するだ
けで、その思考を展開していない。その展開は企業会計審議会〔2005〕で行われることになる。
2　監査人による経営者不正への対応
　企業会計審議会〔2005〕は、企業の不正は経営者が事業経営の状況を糊塗するために会計方針の
適用等に関与することによって行われるとし、企業内部の要因と企業外部の要因を指摘している。
企業不正が企業内外の要因によって発生する結果、財務諸表の虚偽の表示は、広く財務諸表全体に
分散して発生する場合と、特定の財務諸表項目に集中して発生する場合の2種類が考えられる。前
者は財務諸表全体レベルにおける重要な虚偽表示のリスク（Risk　of　Material　Misstatement：RMM）
をもたらし、後者は特定の財務諸表項目レベルにおける重要な虚偽表示のリスクをもたらすことに
なる。
　こうした2種類の経営者不正に対処するために、企業会計審議会は、財務諸表全体レベルにおい
て重要な虚偽表示のリスクが認められた場合には、監査人は「そのリスクの程度に応じて、補助者
の増員、専門家の配置、適切な監査時間の確保2）等の全般的な対応を監査計画に反映させ、監査リ
スクを一定の合理的に低い水準に抑えるための措置を講じることが求められる。」とし、また、財務
諸表項目レベルにおいて重要な虚偽表示のリスクが認められた場合には、監査人は「統制リスクの
評価に関する実務的な手順を考慮して、まず、内部統制の整備状況の調査を行い、重要な虚偽表示
のリスクを暫定的に評価し、次に、当該リスク評価に対応した監査手続として、内部統制の有効性
を評価する手続と監査要点の直接的な立証を行う実証手続を実施する」（企業会計審議会〔2005〕二
3．）としている。
　したがって企業会計審議会によれば、監査人は、財務諸表全体レベルにおいて重要な虚偽表示の
リスクが認められた場合には全般的な対応を考慮しなければならない。そして、この場合、監査人
は、まず、財務諸表全体レベルにおける重要な虚偽表示のリスクに対応した監査計画の策定が求め
られる。そこで、次に、監査人が監査計画を策定することによって、財務諸表全体レベルにおける
1）これに関連して、監査基準委員会は、固有リスクの要因を、企業内外の経営環境によるものと、特定の勘定
や取引が本来有する特性によるものという2つのリスクの類型を示している。これは経営者不正を考えるうえ
で参考になる。監査基準委員会〔2002〕8項を参照されたい。
2）補助者の増員、専門家の配置、適切な監査時間の確保という3つの全般的な対応は同次元のものではない。
補助者の増員と適切な監査時間の確保は投入する監査資源を増やすことで経営者不正に対応しようとするもの
であり、いわば監査の実施における量の問題である。これに対し、専門家の配置は、きめ細かく内容の濃い監
査の実施を求めるものであり、いわば監査の質の問題である。このように、企業会計審議会〔2005〕二3。に
おいては、監査の量と質が混在して示されている。
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重要な虚偽表示のリスクに関してどのような効果が発生するかについて検討することにする。
第3節　監査計画策定の効果
1　2種類の監査計画策定の効果
　企業会計審議会は、監査計画策定の重要性について「監査計画を策定することの重要性について
は、これまでも『監査基準』で指示されてきたところであるが、リスク・アプローチのもとでは、
各リスクの評価と監査手続、監査証拠の評価ならびに意見の形成との問の相関性が一層強くなり、
この間の一体性を維持し、監査業務の適切な管理をするために監査計画はより重要性を増してい
る。」3）（企業会計審議会〔2002〕三8（1））として、リスク・アプローチのもとで監査計画がより重
要になったことを指摘している。
　その理由として、ここでは次の2つが示されている。
　i）リスク・アプローチのもとでは、各リスクの評価と監査手続、監査証拠の評価ならびに意見
　　の形成との間の相関性が一層強くなり、この間の一体性を維持するため。（リスク・アプローチ
　　に付随する監査計画策定の効果）
　ii）監査業務の適切な管理をするため。（監査計画が本来有している効果）
　監査基準委員会は、以上の監査基準の規定を受けて、適切な監査計画を策定することによって可
能となる事項として6項目をあげている（監査基準委員会〔2009〕4項）。これらは監査計画の策定
による効果である。この監査計画策定の効果を考えてみると、上記の企業会計審議会〔2002〕三8
（1）に対応して、リスク・アプローチに付随する監査計画の効果と、監査計画が本来有している効果
の2種類の効果に分けることができる。《図表1》のとおりである。ここでは、便宜上、これら6つ
の効果をそれぞれ〔効果①〕～〔効果⑥〕として示すことにする。
《図表1》監査基準委員会〔2009〕による監査計画策定の効果
〔効果①〕監査の重要な領域に適切な注意を払うこと
〔効果②〕潜在的な問題を適時に識別し，解決すること
a　リスク・アプローチに付
　随する監査計画策定の効果
〔効果⑤〕監査チームのメンバーに対する指示，監督，監査調書の
　　　　査閲等を円滑に行うこと
〔効果⑥〕必要に応じて，他の監査人の監査結果や専門家の業務を
　　　　適切に利用すること
b　監査計画が本来有してい
　る効果
3）この規定は長吉〔2007〕p．235で図示している。参照されたい。
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　《図表1》に示した6つの監査計画策定の効果のうち〔効果①〕と〔効果②〕は、財務諸表監査に
リスク・アプローチが導入されたことにともなって新たに発生した監査計画の効果である。した
がって、これらはリスク・アプローチに付随する監査計画策定の効果に分類される。監査へのリス
ク・アプローチの導入は、その萌芽が平成3年の改訂監査基準にみえはするものの、わが国の監査
実務に浸透するにはいたらなかった。そこで企業会計審議会は、平成14年改訂監査基準によってリ
スク・アプローチをより明確に浸透させようとした4）のである。
　一方、〔効果③〕～〔効果⑥〕は監査計画が本来有している効果である。これらは、リスク・アプ
ローチの導入や浸透にかかわらず、監査計画がその性格上、従来から有している効果である。
　以上の2種類の効果のうち、監査人が考慮しなければならない全般的な対応はリスク・アプロー
チの適用に関するものである。つまり、これはリスク・アプローチに付随する〔効果①〕と〔効果
②〕の2つの効果に関連している。そして〔効果①〕と〔効果②〕は次のように特徴づけられる。
2　リスク・アプローチに付随する監査計画策定の効果
（1）監査の重要な領域への適切な注意（〔効果①〕）
　監査計画は、監査人が被監査会社の監査の重要な領域に適切な注意を払い、被監査会社の監査リ
スクの程度と監査上の重要性に応じた十分かつ適切な監査証拠を入手するために作成されるもので
ある。監査人は、適切な監査計画を策定するためには、被監査会社の監査の重要な領域を把握し、
財務諸表に重要な虚偽の表示が発生する可能性を検討する必要がある。監査の重要な領域とは、被
監査会社の財務諸表に重要な虚偽の表示が生じる可能性が高い領域である。
　監査計画策定の第1の効果は、監査計画を策定することによって、こうした被監査会社の監査の
重要な領域に注意を払うことができるようになることである。この段階での監査計画は、特定の被
監査会社の監査に際し、監査責任者が当該被監査会社の基本的かつ明確な情報をまとめたもので
あって、具体的な往査場所、往査目的、往査する監査メンバーの数、監査メンバーの作業の分担
（assignment）等を記載した詳細な監査計画ではない。このような基本的な情報を集めた監査計画
は、監査人が監査の実施前に被監査会社の監査リスク等を評価してその結果をまとめたものである。
したがって、そうした意味で被監査会社の監査リスク等に関する事前評価書5）という性格をもって
4）企業会計審議会は、平成17年改訂監査基準においてもリスク・アプローチがわが国の監査実務に浸透してい
　ないと考えていると思われる。その理由は、平成17年改訂監査基準の「第三実施基準・二監査計画の策定」に
規定されている8項目のうち実に6項目が監査リスクに関連しているからである。企業会計審議会は、このよ
　うにリスク・アプローチに関連した規定を6項目も設けることによってリスク・アプローチをわが国の監査実
務に導入しようとしたと考えられる（詳細は長吉〔2006〕pp．49－52参照）。企業会計審議会のこの意思は平成21
年改訂監査基準の「第三実施基準・二監査計画の策定」にも引き継がれている。
5）監査計画は前事業年度の監査終了（3月31日決算の場合、6月末）直後である7月上・中旬に作成する。こ
の時期は新事業年度の監査実施前である。この監査実施前に被監査会社の新事業年度における監査リスクを評
価して監査計画を策定するので、監査実施前という意味で被監査会社の監査リスク等に関する「事前評価書」
　となる。ちなみに、この場合、監査計画策定時に用いる資料は、前事業年度の監査の結果、新事業年度の4月
から直近月（5月または6月）までの試算表、そして監査計画策定時現在で明らかになっている新事業年度に
おけるトピックスの3つの資料である。
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いる（長吉〔1996〕pp．110－111）。そしてこのような被監査会社の事前評価書は、監査人が以後に策
定する監査の基本方針と詳細な監査計画という2種類の監査計画、および監査手続指示書（pro－
gram）としての監査計画に大きな影響を及ぼすことになる。
（2）潜在的な問題の把握と解決（〔効果②〕）
　監査人は、被監査会社の監査の重要な領域に適切な注意を払い、十分かつ適切な監査証拠を入手
できるように監査計画を策定しなければならない。これは同時に、被監査会社に内在する潜在的な
問題を把握してこれを解決することにつながっていく。すなわち監査人は、被監査会社の重要な虚
偽表示のリスクを評価し、また過年度の財務数値と当年度の予算数値等に分析的手続を適用してこ
れらの変動や趨勢を検討したり、さらに取締役会議事録等から直面している問題を把握したり、事
業計画等を入手して経営の方向性を認識したりすることによって、被監査会社の財務数値には表れ
ない潜在的な問題を把握し、これを解決することが可能となるのである。
　ここで潜在的な問題とは、会社の財務数値だけに関連するものではなく、非財務の問題もふくむ
幅広い概念である。財務諸表監査の目的は会社の潜在的な問題を把握したり、これを解決したりす
ることではないが、被監査会社の財務諸表に重要な虚偽の表示が生じる可能性が高いと考えられる
事項や継続企業の前提に重要な疑義をいだかせるような事項等については、監査人は早めにこれを
検討する必要がある。その理由は、監査基準・一般基準のいうように「監査人は、財務諸表の利用
者に対する不正な報告あるいは資産の流用の隠蔽を目的とした重要な虚偽の表示が、財務諸表に含
まれる可能性を考慮しなければならない。」ためである。そのためには、「監査人は、職業的専門家
としての正当な注意を払い、懐疑心を保持6）して監査を行わなければならない」（以上、監査基準・
一般基準3および4）のである。とくにこの「懐疑心を保持して監査を行わなければならない」と
する規定に、潜在的な問題にも注意を払いこれを解決しようという思考がうかがえる7）。
6）懐疑心の保持とはなかなかわかりにくい表現であるが、監査基準委員会は次のように示している。
　職業的懐疑心は、監査を計画し実施して意見を形成する過程において、経営者が誠実であるかどうかについ
て予断をもたないという監査人の姿勢を基礎としている。職業的懐疑心は、監査人が財務諸表における重要な
　虚偽の表示の可能性に常に注意すること、記録や証懸書類又は経営者の陳述や説明が入手した他の監査証拠と
矛盾していないかどうかについて批判的に評価すること、さらにそれらの信懸性に疑念を抱かせることになる
他の監査証拠にも注意を払うことによって発揮される。…（中略一筆者一）…監査人は、監査の全過程を通し
て職業的懐疑心を保持することによって、疑わしい状況を見落としたり、観察によって得た監査証拠をその実
施時以外の監査証拠としてしまったり、実施する監査手続、実施の時期及び範囲を決定する際に又はその実施
　結果を評価する際に判断を誤ってしまう可能性を軽減させることができる。（以上、監査基準委員会〔2003〕10
項）。
　職業的懐疑心を保持することは、監査証拠を鵜呑みにせず批判的に評価する姿勢を伴う。また、入手した情
　報と監査証拠が、不正による重要な虚偽の表示が存在する可能性を示唆していないかどうか継続的に疑問をも
　つことを求める。（監査基準委員会〔2008〕23項）。
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《図表2》監査計画策定の2つの効果の関係
　　　　　　　　財務諸表
財務諸表の重要な領域を示す。監査人は，適切な監査計画を策
定することによって，この領域に適切な注意を払うことができ
るようになる。
財務諸表の潜在的に重要な領域を示す。監査人は，適切な監査
計画を策定することによって，潜在的な問題を適時に識別し，
解決することができるようになる。
7）監査人は、職業的専門家としての正当な注意を払い懐疑心を保持して監査を行わなければならない。しかし、
監査人が正当な注意を払って監査を実施する局面と、懐疑心を保持して監査を実施する局面とは微妙な違いが
あると思われる。
　前者は、監査人自身が有すべき意識の問題であり、「パイロット・テストから始まって、監査契約の締結、監
査手続の実施、監査証拠の吟味、証明力の評価、監査要点の立証、監査対象の適正性の検討、合理的な基礎の
形成、監査意見の表明、そして、監査業務の後始末」までにいたる監査のすべてにおいて発揮されなければな
　らない監査人の義務である。また、この義務は、監査が終了した後数年間にわたる監査調書の管理に際しても
要求される。正当な注意は監査人が有すべき意識の問題であるため、監査対象を検証しているときも、その他
の業務を実施しているときも、監査人に要求されるのである。
　　これに対して、後者は、監査人が監査対象である伝票、各種計算シート等を検証している際に要求される監
査人の義務である。上記の例で考えると、「パイロット・テスト」と「監査手続の実施、監査証拠の吟味、証明
力の評価、監査要点の立証」については、そのそれぞれの過程において監査人はそれらに虚偽の表示がないか
　どうかについて、慎重にかつ詳細に検証することが求められる。これがすなわち監査人による職業的懐疑心の
保持である。このように、職業的懐疑心の保持は、監査人が監査対象を検証している際に要求されるものであ
　る。
　　なお、監査基準委員会〔2003〕10項や同〔2008〕24項は「監査人は、…（中略）…監査の全過程を通じて職
業的懐疑心を保持しなければならない。」としているが、ここでいう監査の全過程とは、上記の監査対象を検証
　している過程であると考えられる。
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　上記の〔効果①〕は、被監査会社の財務諸表に重要な虚偽の表示が生じる可能性が高い事項への
注意についての基本的かつ詳細な情報を集めた被監査会社の事前評価書という監査計画をもたら
し、〔効果②〕の潜在的な問題の把握と解決の効果は、財務諸表の重要な虚偽の表示に関して当該財
務諸表に潜在的にふくまれる可能性のある事項または予期できない事項について注意をうながすも
のとなる。
　〔効果①〕と〔効果②〕はそれぞれ《図表2》の太い実線と細い実線で示され、これらが相まって
財務諸表全体を構成することになる。その意味で〔効果①〕と〔効果②〕は財務諸表に存在する経
営者不正の可能性を示しているのである。このように、〔効果①〕と〔効果②〕は財務諸表における
経営者不正に関して密接に関連しており、表裏一体をなすと考えられる。
第4節　RMMと〔効果①〕および〔効果②〕
1　RMMと〔効果①〕
　以上のように、最近の経営者不正によって財務諸表全体レベルにおいて重要な虚偽表示のリスク
が発生する傾向が強くなってきた。監査人はこれに対処するために、リスク・アプローチに付随す
る監査計画を追求し、その結果、監査計画策定の効果として〔効果①〕と〔効果②〕が得られるこ
とになった。
　このうち〔効果①〕は、監査人が被監査会社の監査の重要な領域に適切な注意を払い、被監査会
社の監査リスクの程度と監査上の重要性に応じた十分かつ適切な監査証拠を入手するために作成さ
れるものである。つまり、被監査会社の経営者の誠実性、過去の不正の実績、あるいは被監査会社
が属する業界や被監査会社自身の会計処理の特異性等から、監査人が、監査を行う前から、被監査
会社の財務諸表の特定の項目に不正の可能性があると想定した項目に対する監査計画策定の効果で
ある。この場合の財務諸表の特定の項目は《図表2》の太い実線で示される。
　ここにおいては、監査人は、財務諸表に不正がありそうだと試行錯誤的に経営者不正の可能性を
検討する必要はなく、監査人が「監査の重要な領域」として認識した領域に対して適切な注意を払
うことができればよい。そのためには、監査人は、この適切な注意を払うことができるように、当
該項目に対して専門家を配置するなど監査資源を集中的に投入する監査計画を策定しなければなら
ない。このように〔効果①〕は、監査人が被監査会社の財務諸表の特定の項目について経営者不正
の可能性があると考えられることを前提としたうえで、適切な監査計画を策定することによって得
られるものである。したがって、ここにおいては、監査人は監査計画策定にあたって「財務諸表全
体レベルの重要な虚偽表示のリスク」やそれに対処するための「全般的な対応」について考慮する
必要はなく、経営者不正が考えられる財務諸表の特定の項目について専門家を配置することに関し
て「正当な注意」を十分に払わなければならない。つまり、ここで監査人に求められる業務は、配
置された専門家が十分な検証活動を行うことができるように、正当な注意を払って監査計画を策定
することであり、いわば専門家が質的に高度な監査業務を行えるようにするための監査の環境整備
の追求である。
2　RMMと〔効果②〕
　これに対して、〔効果②〕は、被監査会社の財務数値には表れない潜在的な問題の把握と解決をも
たらす監査計画策定の効果である。〔効果①〕も〔効果②〕もいずれも財務諸表に存在する不正の可
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能性に対処しようとするものであるが、〔効果②〕は財務諸表に潜在する不正の可能性に対処しよう
とするものである。〔効果②〕の前提として、監査人は、経営者不正が財務諸表のいずれにひそんで
いるか事前には把握できず、試行錯誤的に経営者不正の可能性を検討する必要がある。このため、
〔効果①〕の場合とは異なって、監査人は、専門家を配置する以前の問題として、補助者の増員、適
切な監査時間の確保等の全般的な対応8）を監査計画に反映させ、監査リスクを一定の合理的に低い
水準に抑えるような措置を講じることが求められる。ここでは、〔効果①〕のような専門家の配置し
たがって監査の環境整備ではなく、補助者の増員や適切な監査時間の確保による財務諸表項目全体
に対する潜在的な問題の把握と解決が求められるのである。
　監査人はこうした全般的な対応を講じることによって、まず、被監査会社の財務数値には表れな
い潜在的な問題を把握しようとする。ここでは、経営者不正が財務諸表のどの項目に存在している
のかが不明なため、監査人は財務諸表のすべての項目を検証しなければならない。いわば、試行錯
誤的に経営者不正の可能性を検討するのである。上記の〔効果①〕の場合には、監査人はある程度
経営者不正が財務諸表のどの項目に存在しているのかの見当がついているのに対し、〔効果②〕では
財務諸表のあらゆる項目に散在している可能性がある経営者不正が監査の対象である。そのため、
監査人は、経営者不正の可能性を財務諸表のあらゆる項目について検討する方法を採用する必要が
あり、補助者の増員、適切な監査時間の確保等の監査全体の量的規模を拡大しなければならないの
である。
　こうした点を考えてみると、上記〔効果①〕においては、監査人は監査計画策定時に「正当な注
意」を十分に払う必要があるのに対し、この〔効果②〕においては、監査人は、「正当な注意」を払
うことも必要であるが、むしろ全般的な対応を取るために「職業的懐疑心」を保持して監査を実施
できるような監査計画を策定すべきであるという、監査実施上の効果として捉えるべきものと考え
られる。
　監査人は、財務諸表のあらゆる項目について経営者不正の可能性を検討し、被監査会社の財務数
値には表れない潜在的な問題を把握することによって経営者不正の可能性がふくまれる項目を特定
できたならば、ここで初めて当該項目の専門家を配置し、集中的に検証することになる。監査人は、
ここにおいて〔効果①〕と同様の効果を得ることができるのである。
第5節　むすび
　以上検討してきたように、最近の経営者による財務諸表の虚偽の表示は、従業員による資産の流
用が減少した結果、相対的に増えてきている。しかも、その発生は企業内外の要因に基づいている
8）本文で示したほか、監査基準委員会〔2008〕66項は、全般的な対応の決定において次の事項を考慮しなけれ
ばならないとしている。
　（1）　監査チームのメンバーの配置と指導監督
　（2）　企業が採用している会計方針
　（3）　実施する監査手続、その実施の時期及び範囲への企業が想定しない要素の組込み
　以上の事項は、次に示すAICPA〔2002〕50項の規定と全く同じである。
　●　Assinment　ofPersonnel　and　suPervision
　●　Accounting　Principles
　●　Predictability（of　auditing　Procedures
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ため、監査人としては発見が困難になってきている。このため、とくに企業外部の要因によって発
生する経営者不正に関しては、監査人はより一層慎重に監査を実施することが求められる。こうし
た監査環境の変化のなかで、監査人が適切な監査を実施して適切な監査意見を表明するためには、
まず、監査計画を適切に策定しなければならない。
　監査人は、適切な監査計画を策定することによって2つの効果が得られる。1つはリスク・アプ
ローチに付随する監査計画策定の効果であり、他の1つは監査計画が本来有している効果である。
経営者不正の観点からすれば、監査人は前者のリスク・アプローチに付随する監査計画策定の効果
に注目する必要がある。その理由は、監査人は、前者の効果に注目することにより、監査の重要な
領域への適切な注意（〔効果①〕）と潜在的な問題の把握と解決（〔効果②〕）が得られるからである。
　〔効果①〕は、被監査会社の経営者の誠実性、過去の不正の実績、あるいは被監査会社が属する業
界や被監査会社自身の会計処理の特異性等から、監査人が、監査を行う前から被監査会社の財務諸
表の特定の項目に不正の可能性があると想定した項目に対する監査計画策定の効果である。これ
は、監査人が経営者不正の可能性に見当をつけている項目に対する監査であるため、ここにおいて
は、監査人は専門家を配置するなど監査資源を集中的に投入して十分な監査を行うことができるよ
うに、監査計画の策定段階から「正当な注意」を払わなければならない。この段階においては、監
査人は監査計画策定にあたって「財務諸表全体レベルの重要な虚偽表示のリスク」やそれに対処す
るための全般的な対応について考慮する必要はなく、むしろ、配置された専門家が十分な検証活動
を行うことができるように、「正当な注意」を十分に払って監査計画を策定しなければならないので
ある。ここでは監査資源の集中投入といういわば監査の質的内容が求められるために、監査人はこ
れに対応できるように「正当な注意」を払って監査計画を策定することが要求されるのである。つ
まり、質的に高度な監査業務を行うための監査の環境整備である。
　これに対して、〔効果②〕は、財務諸表に潜在する経営者不正の可能性に対処しようとするもので
ある。〔効果②〕の前提として、監査人は、経営者不正が財務諸表のいずれにひそんでいるか事前に
は想定できず、これを発見するためには、試行錯誤的に財務諸表における経営者不正の可能性を検
討しなければならない。監査人はこうした試行錯誤的な監査を行うために、補助者を増員したり適
切な監査時間を確保したりすることによって、いわば監査全体の量的規模を拡大するのである。つ
まり、ここにおいては、監査人は、〔効果①〕とは異なり、全般的な対応を監査計画に反映させ、監
査リスクを一定の合理的に低い水準に抑えるための措置を講じることが求められる。こうしたこと
から、〔効果②〕においては、監査人は、「正当な注意」以上に「職業的懐疑心」を保持して監査を
実施できるような監査計画を策定しなければならない。
　このように、監査基準委員会〔2008〕が示した〔効果①〕と〔効果②〕の本質はその内容が若干
異なっている。財務諸表全体レベルの重要な虚偽表示のリスクと監査人の全般的な対応という観点
からすれば、監査人は〔効果①〕よりも〔効果②〕を追求しなければならない。しかし、〔効果①〕
と〔効果②〕の両者を検討することによって、その根本である企業会計審議会の規定と監査基準委
員会〔2008〕の規定とが有機的に結びつくことこともまた事実である。
　経営者による財務諸表の虚偽の表示は古くて新しい問題である。監査人は、重要な経営者不正を
看過しないように適切な監査計画を策定し、そのうえでその適切な監査計画に準拠して忠実に監査
業務を実施する必要がある。そしてそこには、〔効果①〕に関連する「正当な注意」と〔効果②〕に
結びつく「職業的懐疑心」が求められるのである。
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